
１ 農地中間管理機構による農地集積・集約化
【２４，４７４（２７，７７１）百万円】

対策のポイント
農地の中間受け皿となる農地中間管理機構による担い手への農地集積・集

約化の加速化を支援します。

＜背景／課題＞
・現在の我が国の農業構造を見ると、担い手への農地流動化は毎年着実に進展し、担い

手の利用面積は農地全体の約５割となっているところですが、農業の生産性を高め、
競争力を強化していくためには、担い手への農地集積と集約化を更に加速し、生産コ
ストを削減していく必要があります。

・このため、農地中間管理機構による担い手への農地集積・集約化を更に推進するとと
もに、農地利用の最適化に向けた農業委員会の積極的な活動を支援する必要があります。

政策目標
担い手が利用する面積が今後10年間(平成35年度まで)で全農地面積の８割

となるよう農地集積を推進

＜主な内容＞

１．農地中間管理機構による担い手への農地集積・集約化の加速化
１１，１６０（１５，４６９）百万円

（１）農地中間管理機構事業 ２，１２５（２，４８３）百万円
※各都道府県の基金から充当し、不足分を措置

① 農地中間管理機構が農地の集積・集約化に取り組むために必要となる事業費
（農地賃料、保全管理費等）及び事業推進費を支援します。

② 農地中間管理機構が行う農地買入等に要する借入資金に係る利子助成を行いま
す。

（２）機構集積協力金交付事業 ６，２７６（１０，０４３）百万円
※各都道府県の基金から充当し、不足分を措置

担い手の農地利用の増加に資するよう、①まとまった農地を貸し付けた地域、
②農地を貸し付け、担い手への農地集積・集約化に協力する農地の出し手に対し、
協力金を交付します。

（３）機構集積支援事業 ２，７５９（２，９４３）百万円
遊休農地の所有者の利用意向調査、所有者不明農地等の権利関係調査、農地情

報公開システムの維持管理、農業委員及び農地利用最適化推進委員の資質向上に
向けた研修等を支援します。

２．農業委員会の活動による農地利用の最適化
１６，０７３（１５，２４５）百万円

※再掲の（３）を除いた額１３，３１４（１２，３０２）百万円

（１）農業委員会交付金 ４，７１８（４，７１８）百万円
農業委員及び農地利用最適化推進委員の基礎的な手当等の経費を交付します。

（２）農地利用最適化交付金 ８，０１０（６，９９３）百万円
農地利用の最適化のための農業委員及び農地利用最適化推進委員の積極的な活

動に要する経費を交付します。
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（３）機構集積支援事業（再掲） ２，７５９（２，９４３）百万円

（４）都道府県農業委員会ネットワーク機構負担金 ５１４（５１４）百万円
都道府県農業委員会ネットワーク機構が行う農地法に規定された業務に要する

経費を負担します。

（５）農地調整費交付金 ７２（７７）百万円
農地の利用関係の調整等に要する都道府県等の経費を交付します。

補助率：定額等

事業実施主体：都道府県、民間団体、農業委員会等

（関連対策）

１．農地の大区画化等の推進＜公共＞ （農業農村整備事業で実施）
１１１，０２７（１０３，３９５）百万円

農地中間管理機構が借り入れている農地について、農業者からの申請によらず、
都道府県が、農業者の費用負担等を求めずに基盤整備事業を実施すること等によ
り、地域の特性に応じた農地の大区画化・汎用化等を促進します。

２．農地耕作条件改善事業 ２９，８３２（２３，５６２）百万円
農地中間管理機構による担い手への農地の集積・集約化や高収益作物への転換

を推進するため、機構による担い手への農地の集積・集約化が行われる地域等に
おいて、農業者の費用負担の軽減を図りつつ、事業を実施すること等により、区
画拡大等を促進します。

３．荒廃農地等利活用促進交付金 １６０（２３１）百万円
荒廃農地等を再生利用するための雑木除去や土作り等の取組を支援します。

４．人・農地問題解決加速化支援事業 ６８（１２８）百万円
人・農地プランについての継続的な話合いと見直しを行うための活動に対して

支援します。

５．経営体育成支援事業 ２，７２１（２，８３３）百万円
農地中間管理機構を活用して規模拡大を図る経営体をはじめとして、地域の担

い手に対し、融資を活用した農業用機械・施設等の導入を支援します。
なお、予算配分に当たっては、農地中間管理機構の活動実績に応じたポイント

加算を行います。

６．強い農業づくり交付金 ２０，１５４（２０,１７４）百万円
産地の収益力強化や合理化を図る取組に必要な産地基幹施設の整備等を支援し

ます。
なお、予算配分に当たっては、農地中間管理機構と連動した施設整備に対して

ポイント加算を行います。

７．次世代施設園芸拡大支援事業 ３６２（５０１）百万円
施設園芸における生産性向上と規模拡大を加速化するため、高度な環境制御技

術、雇用型の生産管理技術等の習得のための実証・研修を支援します。
その際、農地中間管理機構と連携して農地と施設を一体的に集積する取組も支

援対象とするとともに、採択に当たっては、ポイント加算を行います。
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［平成30年度予算の概要］

８．果樹農業好循環形成総合対策事業 ５，５６０（５，６６０）百万円
園地を集積・集約することに伴い、追加的な土層改良経費を要する場合には、

改植単価を２万円／10a加算します（農地中間管理機構の活用等）。
※１ これと併せて、農地中間管理機構が果樹の産地協議会（担い手代表、市町

村、生産出荷団体等で構成）に参画するなど、連携強化の取組を推進し、担
い手への園地集積と改植等の促進を図ります。

※２ 産地の担い手による改植等についても、農地中間管理機構を活用するなど、
構造改革に取り組む産地協議会を優先採択します。

お問い合わせ先：
１(１)～(２)の事業 経営局農地政策課（０３－６７４４－２１５１）
１(３)、２(３)の事業 経営局農地政策課（０３－６７４４－２１５２）
２(１)、(２)、(４)の事業 経営局農地政策課（０３－３５９２－０３０５）
２(５)の事業 経営局農地政策課（０３－６７４４－２１５３）
関連対策１、２の事業 農村振興局農地資源課（０３－６７４４－２２０８）

３の事業 農村振興局地域振興課（０３－６７４４－２６６５）
４の事業 経営局経営政策課（０３－６７４４－０５７６）
５の事業 経営局就農・女性課（０３－６７４４－２１４８）
６の事業 生産局総務課 （０３－３５０２－５９４５）
７の事業 生産局園芸作物課（０３－３５９３－６４９６）
８の事業 生産局園芸作物課（０３－３５０２－５９５７）



農地中間管理機構事業
（農地中間管理機構の業務に対する⽀援）

【２１（２５）億円】
※各都道府県の基⾦から充当し､不⾜分を措置

(1) 事務費
機構の運営・業務委託に必要な経費

〔定額補助〕
(2) 事業費
① 農地の賃料
② 農地の管理・保全に要する経費

（⼟地改良の負担⾦を含む）

(3) その他
農地買⼊等に要する借⼊資⾦に係る利⼦
助成等

※(3)は都道府県別の基⾦の対象外

農地中間管理機構による農地集積・集約化

・定率補助と農地集積奨励⾦の2本⽴て
・農地集積奨励⾦は、機構における農地の滞

留を防⽌し、担い⼿への集積・集約化を推
進するインセンティブとなるよう、貸付率
（機構の貸付⾯積／機構の借受⾯積）に応
じて段階的に増加するスキーム

・実質的な国庫負担は、最⼤で90%

【平成３０年度予算概算決定額：２４５（２７８）億円】

機構集積協⼒⾦交付事業
（機構への農地の出し⼿に対する⽀援）

【６３（１００）億円】
※各都道府県の基⾦から充当し､不⾜分を措置

(1) 地域に対する⽀援
機構にまとまった農地を貸し付ける
地域に対する⽀援（地域集積協⼒⾦）

(2) 個々の出し⼿に対する⽀援
①経営転換・リタイアする場合の⽀援
（経営転換協⼒⾦）

②農地の集積・集約化に協⼒する場合
の⽀援（耕作者集積協⼒⾦）

【平成３０年度予算概算決定額：１１２（１５５）億円】
１．農地中間管理機構による担い⼿への農地集積・集約化の加速化

機構集積⽀援事業
（農地集積・集約化の基礎業務
への⽀援）

【２８（２９）億円】

遊休農地の所有者の利⽤意向調査、
所有者不明農地等の権利関係調査、
農地情報公開システムの維持管理、
農業委員及び農地利⽤最適化推進
委員の資質向上に向けた研修等を
⽀援



農業委員会への⽀援
【１５５（１４７）億円の内数】

(1) 農業委員会交付⾦
【４７（４７）億円】

・ 農業委員及び農地利⽤最適化推進委員の基礎的な
⼿当等の経費を交付

(2) 農地利⽤最適化交付⾦
【８０（７０）億円】

・ 農地利⽤の最適化のための農業委員及び農地利⽤
最適化推進委員の積極的な活動に要する経費を交付

※改正農業委員会法に基づく新制度に移⾏した農業
委員会を対象

(3) 機構集積⽀援事業
【２８（２９）億円の内数】

・ 遊休農地の所有者の利⽤意向調査、所有者不明農
地等の権利関係調査、農地台帳の情報更新等を⽀援

都道府県農業委員会ネットワーク機構への⽀援
【３３（３５）億円の内数】

(1) 都道府県農業委員会ネットワーク機構負担⾦
【５（５）億円】

・ 農地法に規定された業務に要する経費を負担
（⼈件費や旅費等について国が負担）

(2) 機構集積⽀援事業
【２８（２９）億円の内数】

・ 農業委員及び農地利⽤最適化推進委員の資質向上
に向けた研修等を⽀援

２．農業委員会の活動による農地利⽤の最適化

全国農業委員会ネットワーク機構への⽀援
【２８（２９）億円の内数】

機構集積⽀援事業
【２８（２９）億円の内数】

・ 農地情報公開システムの維持管理、都道府県農業
委員会ネットワーク機構への研修等を⽀援

農地調整費交付⾦ 【１（１）億円】
・ 農地の利⽤関係の調整等に要する都道府県等の
経費を交付

【平成３０年度予算概算決定額：１６１（１５２）億円】



２ 農地中間管理機構関連農地整備事業（公共）
【６６，７３１（－）百万円の内数】

対策のポイント
担い手への農地の集積・集約化を加速化するため、農地中間管理機構が借

り入れている農地について、農業者の申請・同意・費用負担によらず、都道
府県が実施する基盤整備を推進します。

＜背景／課題＞
・今後、高齢化の進行に伴い、農地中間管理機構への貸付けが増加することが見込まれ

る中で、基盤整備が十分に行われていない農地については、担い手が借り受けないお
それがあります。

・一方、農地中間管理機構に貸し付けた所有者は基盤整備のための費用を負担する用意
はなく、このままでは基盤整備が滞り、結果として、担い手への農地の集積・集約化
が進まなくなる可能性があります。

・このため、農地中間管理機構が借り入れている農地について、農業者の申請・同意・
費用負担によらず、都道府県が実施する基盤整備を推進します。

政策目標
担い手が利用する面積が今後10年間（平成35年度まで）で全農地面積の８割

となるよう農地集積を推進

＜主な内容＞
１．農地整備

担い手への農地の集積・集約化を加速化するため、農地中間管理機構が借り入れ
ている農地について、区画整理等を実施します。
【対象工種】

・区画整理、農用地造成
【主な附帯事業】

・機構集積推進事業（推進費）
基盤整備と一体的に農地中間管理機構による担い手への農地の集積・集約化を

推進するため、事業費の12.5％等を交付（全額国費）
【主な採択要件】

・事業対象農地の全てについて、農地中間管理権が設定されていること
・事業対象農地面積：10ha以上（中山間地域等は５ha以上）

（事業対象農地を構成する各団地は１ha以上（中山間地域等は0.5ha以上）の連
坦化した農地）

・農地中間管理権の設定期間が、事業計画の公告日から15年間以上あること
・事業対象農地の８割以上を事業完了後５年以内に担い手に集団化（機構の方針

として設定）
・事業実施地域の収益性が事業完了後５年以内（果樹は10年以内）に20％以上向

上 等

２．実施計画策定等
農地整備に必要な実施計画の策定等を実施します。

補助率：定額、１／２等

事業実施主体：都道府県等

［お問い合わせ先：農村振興局農地資源課 （０３－６７４４－２２０８）］

［平成30年度予算の概要］



農地中間管理機構関連農地整備事業

１．事業内容

○ 農地中間管理機構への貸付けが増加することが見込まれる中で、基盤整備が十分に行われていない農地について
は、担い手が借り受けないおそれ。一方、機構に貸し付けた所有者は基盤整備のための費用を負担する用意はなく、
このままでは基盤整備が滞り、結果として、担い手への農地の集積・集約化が進まなくなる可能性。

○ このため、機構が借り入れている農地について、農業者からの申請によらず、都道府県が、農業者の費用負担や
同意を求めずに実施する大区画化等の基盤整備を推進。

②実施計画策定等

内 容：計画策定 等

【実施期間：２年以内】

①農地整備 ・事業対象農地の全てについて、農地中間管理権が設定されていること

・事業対象農地面積：10ha以上（中山間地域等は５ha以上）
（事業対象農地を構成する各団地は１ha以上（中山間地域等は0.5ha以上）の連坦化した農地）

・農地中間管理権の設定期間が、事業計画の公告日から15年間以上あること

・事業対象農地の８割以上を事業完了後５年以内に担い手に集団化（機構の方針として設定）

・事業実施地域の収益性が事業完了後５年以内（果樹は10年以内）に20％以上向上 等

対象工種：区画整理、農用地造成

附帯事業：機構集積推進事業（推進費）等

【推進費は事業費の12.5％等（全額国費）】

３．主な実施要件

平成35年度までに担い手が利用する面積が全農地面積の８割となるよう農地集積を推進

２．実施主体

都道府県 等

［転用防止措置］

・農用地区域からの除外は農地中間管理権の存続期間が満了している場合に限り可

・所有者が農地中間管理権を解除した場合等には特別徴収金を徴収することが可

※ 機構は、農地中間管理権を取得する際及び貸付けの相手方に転貸する際に本事業が行われ得る旨を説明

補 助 率：定額、１／２等



３ 農地耕作条件改善事業
【２９，８３２（２３，５６２）百万円】

対策のポイント
農地中間管理事業の重点実施区域等において、農地中間管理機構と連携し

つつ、担い手への農地集積の推進や高収益作物への転換を図るための計画策
定や基盤整備、営農定着に必要な取組を一括支援します。

＜背景／課題＞
・我が国農業の競争力を強化するためには、農地の大区画化・汎用化等の基盤整備を行

い、農地中間管理機構による担い手への農地集積を推進するとともに、高収益作物へ
の転換を推進することが重要です。

・このため、多様なニーズに沿ったきめ細かな耕作条件の改善を機動的に進めるととも
に、農地集積を図りつつ高収益作物への転換を図る場合には、計画策定から営農定着
に必要な取組をハードとソフトを組み合わせて一括支援することが必要です。

政策目標
担い手が利用する面積が今後10年間（平成35年度まで）で全農地面積の８割

となるよう農地集積を推進

＜主な内容＞

１．農地集積推進型（新規）（農地集積・集約化の推進を図る場合）
一定以上の事業規模、農地集積・集団化率の向上等を要件として、農業者の費用負

担の軽減を図りつつ、機動的な基盤整備を実施。事業工種は「２．地域内農地集積型」
の定率助成に準ずるが、単独実施は区画整理、農地造成、暗渠排水のみ可能。
○集積推進費：ハード整備の事業費を対象に推進費を交付（最大5.0％（国の補助率

は1/2、補助残は地方公共団体の負担））

２．地域内農地集積型（地域内の農地集積を計画的に実施する場合）
○定額助成：区画拡大、暗渠排水、水路等の更新整備 等

※中心経営体に集約化（面的集積）する農地については、定額助成の単価を２割加算
○定率助成：区画整理、暗渠排水、農業用用排水施設、管理省力化支援 等

３．高収益作物転換型（農地集積を図りつつ、高収益作物への転換を図る場合）
「２．地域内農地集積型」の事業内容に加え、以下の取組が可能。

○定額助成：プラン作成に係る調査・調整、農産物の需給動向の把握 等
○定率助成：実証展示ほ場の設置・運営、導入１年目の種子・肥料等への支援 等

※ 事業の特徴
（１）事業の実施区域は、農振農用地のうち農地中間管理事業の重点実施区域等
（２）事業実施年度での採択申請が可能（複数回受付）、総事業費は10億円未満
（３）必要なハードとソフトを組み合わせて、最大５年（ハードは最大３年）
（４）農地中間管理機構との連携概要を策定

補助率：定額、１／２等

事業実施主体：１．について、都道府県

２．及び３．について、農地中間管理機構、都道府県、市町村等

［お問い合わせ先：農村振興局農地資源課 （０３－６７４４－２２０８）］

［平成30年度予算の概要］



① 高収益作物転換プラン作成支援（最大２年）

② 農地耕作条件改善（最大５年（ハードは最大３年））

③ 高収益作物導入支援（最大５年）

・ 区画拡大、暗渠排水、用水路の更新整備 等（※１）

《地域内農地集積型》最大５年（ハードは最大３年）

○定額助成（※２）

・ 技術習得方法の検討と実践、技術者の育成、試験
販売等の経営展開の支援、現場での研修会開催 等

・農地中間管理機構、都道府県、市町村、

○ 我が国農業の競争力を強化するためには、農地の大区画化・汎用化等の基盤整備を行い、農地中間管理機構による担い手
への農地集積を推進するとともに、高収益作物への転換を推進することが重要。

○ このため、多様なニーズに沿ったきめ細かな耕作条件の改善を機動的に進めるとともに、農地集積を図りつつ高収益作物への
転換を図る場合には、計画策定から営農定着に必要な取組をハードとソフトを組み合わせて一括支援。

農地耕作条件改善事業（拡充）

２．実施要件 （共通） ３．実施主体
○ 農振農用地のうち農地中間管理事業の重点実施区域、本事業の実施により重点実施区域に
指定されることが確実と見込まれる区域（これらを受益とする施設も対象）

○ 総事業費200万円以上 ○ 受益者数２者以上 ○ 農地中間管理機構との連携概要の策定

○定額助成

これなら
思い通りの
農業が
できるわ！

・ 農業用用排水施設、暗渠排水、 区画整理、農作業道、農地造成 等

１．事業内容

○定額助成（※２）

・ プラン作成に係る調査・調整、農産物の需給動向

の把握、効果的な輪作体系の検討、販売先に係る
調査 等

《地域内農地集積型》 と同様

《高収益作物転換型》 ①②③で最大５年（ハードは最大３年）

【高収益作物転換型の実施要件】
○農業者２者以上（土地所有者含む）が取り組むこと
○ハード整備と併せ行うこと
○作付面積のうち１／４以上を稲作等から新たに高収益作物に転換すること

（※２） プランの作成や技術習得等に必要な経費を「高収益作物転換推進費」とし､
１地区あたり上限３００万円～５００万円（年基準額）を支援

現場での

高収益作物の導入

（タマネギの収穫）

講習・研修会

検討会の様子

○定率助成

○定率助成
・ 実証展示ほ場の設置・運営、導入１年目の種子・肥
料等への支援、農業機械リース 等

（※１） 定額助成単価は現場条件等に応じた標準的な工事費の１／２相当

《農地集積推進型（新規）》最大５年（ハードは最大３年）

②集積推進費：ハード整備の事業費を対象に推進費を交付

①機動的な基盤整備： 《地域内農地集積型》 の定率助成と同様
（但し、単独実施は、面的整備（区画整理、農地造成、暗渠排水）のみ可能）

事業規模、農地集積・集団化等を実施要件として、農業者の費用
負担の軽減を図りつつ、機動的な基盤整備を支援。

（最大5.0％等、国の補助率は１／２、補助残は地方公共団体の負担）

【農地集積推進型の実施要件】
○面的整備の場合、事業対象農地は、1ha（中山間等は0.5ha）以上の連坦化し

た農地であること
○総事業費が1,000万円以上の都道府県営事業であること
○目標年度（事業完了後３年）までに、①担い手への農地集積率が概ね50％以

上向上し、事業対象農地の全てが集積され、また、②担い手への農地集団化
率が向上し、概ね８割以上となること

・ １地区あたり上限300万円（年基準額）の条件改善促進支援 等

・ ＩＣＴによる水管理や防草対策等の維持管理の省力化支援 等

・《農地集積推進型》 は、都道府県のみ

土地改良区、農業協同組合、農業法人等



４ 農業経営法人化等の促進
【５，９６８（６，２２６）百万円の内数】

対策のポイント
経営意欲のある農業者が創意工夫を生かした農業経営を展開できるよう、

円滑な経営継承など農業者の経営課題に関係機関と連携して適切にアドバイ
スする経営相談体制の整備や農業経営の法人化を推進する取組を支援します。

＜背景／課題＞

・農村地域の高齢化等が急速に進展する中、これに対応して地域の農業の担い手が経営

継承や規模拡大といった課題に速やかに対応していく必要があります。

・この結果、地域の受皿としての担い手農家には今まで想定していたスピード以上の迅
速な対応が求められています。このため、農業経営の法人化、円滑な経営継承等の多
様な課題に対応する必要性が急速に増してきています。

政策目標
今後10年間（平成35年まで）で、法人経営体数を５万法人に増加

＜主な内容＞

１．農業経営法人化支援総合事業 ９１０（６６８）百万円
（１）農業経営者サポート事業

県レベルに農業経営相談に関する体制を整備し、関係機関と連携して行う農業経
営の法人化、円滑な経営継承、規模拡大等に関する経営相談・経営診断や専門家派
遣・巡回指導などの取組を支援します。

（２）農業経営法人化支援事業
経営相談等をした集落営農等が法人化（定額40万円）及び組織化（定額20万円）

する取組を支援します。

補助率：定額
事業実施主体：都道府県、民間団体等

２．関連事業による経営相談等の円滑化
（１）農の雇用事業 ５，０５８（５，５５８）百万円の内数

農業経営の法人化や円滑な経営継承を促進するため、農業法人等が新規就業者

に対して実施する新たな法人設立に向けた研修等については、通常の雇用就農者

の育成のための研修（最長２年間）よりも長期の支援を実施します（最長４年間、

年間最大120万円（３年目以降は年間最大60万円））

補助率：定額
事業実施主体：全国農業委員会ネットワーク機構

（２）金融機関の融資等の円滑化
農業経営者サポート事業で経営相談・経営診断等を受けた案件については、制

度資金の借入申込時の手続きを簡素化するなど、農業者の円滑な資金の融通を支
援します。また、日本政策金融公庫の支店など地域の金融機関の協力により、出
資相談等に関する（株）アグリビジネス投資育成会社等の体制を強化し、農業経
営者サポート事業と連携した農業法人に対する出資を促進します。

お問い合わせ先：
１の事業 経営局経営政策課 （０３－６７４４－０５７６）
２（１）の事業 経営局就農・女性課（０３－６７４４－２１６２）
２（２）の事業 経営局金融調整課 （０３－６７４４－１３９５）

［平成30年度予算の概要］



農業経営法⼈化等の促進

経営意欲のある農業者が創意工夫を生かした農業経営を展開できるよう、農業経営の法人化、規模拡大など農業者の経営課題
に対し関係機関と連携して適切にアドバイスする農業経営相談体制を整備するとともに、経営相談、専門家派遣等の取組を支援し、
法人化等を促進。

⽬標：今後10年間（平成35年まで）で、法⼈経営体数を５万法⼈に増加

農
政
局
␓
都
道
府
県
␓
市
町
村

① 農業経営者サポート事業

市町村の認定審査
会、経営改善（フォ
ローアップ）の⽀援

認定農業者、補
助⾦等の情報を
提供

・多様な相談内容に対応
・課題毎に専⾨家が連携した⽀援
チームを構築

⾼齢化等が急速に
進展する中、農業経
営の法⼈化、規模拡
⼤といった様々な課
題が増加

相談者

普及組織
商⼯系
団体

専⾨家

経営相談等をした集落営農等が法⼈化（定額40万円）及び組織化（定額20万円）
する取組を⽀援

平成30年度予算概算決定額 ５，９６８（６,２２６）百万円の内数

相談

農地中間
管理機構

・都道府県農業会議
・都道府県中央会
・法⼈協会 等

6次産業化
サポートセンター 等

新たに連携

農業系
団体

（コーディネーター）

社会保険労務⼠

労務・⼈材

税理⼠・
公認会計⼠
弁護⼠

税務・法務

中⼩企業診断⼠

経営診断

ＪＡバンク
公庫

資⾦調達

県農業会議

法⼈化

経営コンサルタント

経営継承

６次産業化
プランナー

（６次産業化
サポートセンター）
６次産業化

普及員（県）
営農指導員（農協）
指導農業⼠（農業者）

技術指導

⽀援チーム※

※農業者の相談内容に応じた、
オーダーメイド型の支援チーム

②農業経営法⼈化⽀援事業

農の雇⽤事業
○雇⽤者に対する新法⼈設⽴に向けた
研修費⽤として年間最⼤120万円を最
⻑４年間助成(３年⽬以降は最⼤６０
万円)

⾦融機関の融資等の円滑化

○農業経営者サポート事業で経営相
談・経営診断等を受けた案件について
は、制度資⾦の借⼊申込時の⼿続きを
簡素化するなど、農業者の円滑な資⾦
の融通を⽀援
また、⽇本政策⾦融公庫の⽀店など
地域の⾦融機関の協⼒により、出資相
談等に関する（株）アグリビジネス投資
育成会社等の体制を強化し、農業経
営者サポート事業と連携した農業法⼈
に対する出資を促進



５ 農業人材力強化総合支援事業
【２３，２６５（２０，２４４）百万円】

対策のポイント
次世代を担う農業者を目指す者に対し、就農の検討・準備段階から就農開

始を経て経営を確立するまでを一連の流れとして、総合的に支援します。

＜背景／課題＞

・農業就業者の平均年齢が67歳（平成28年）と高齢化する中、青年新規就農者数を倍増

させ、世代間バランスのとれた農業就業構造にしていくため、次世代を担う農業者を

育成するための支援策を総合的に講じる必要があります。

政策目標
新規就農し定着する農業者を倍増し、平成35年までに40代以下の農業従事

者を40万人に拡大

＜主な内容＞

１．農業次世代人材投資事業 １７，５３４（１４，０１３）百万円
次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、就農前の研修を後押しする

資金（準備型（２年以内））及び就農直後の経営確立を支援する資金（経営開始型

（５年以内））を交付します。

準備型

（１）補助率 定額

（２）事業実施主体 都道府県、全国農業委員会ネットワーク機構

（３）支援対象者 原則45歳未満（就農時）の研修に専念する就農希望者

（４）交付単価等 年間150万円、最長２年間

（５）主な交付要件等

ア 独立・自営就農又は雇用就農又は親元での就農を目指すこと

・ 研修終了後１年以内及び交付期間の1.5倍（最低２年）以上就農すること

・ 平成29年度以降の新規交付対象者から、独立・自営就農後５年以内に認定新

規就農者等になること

・ 親元就農の場合、５年以内に経営を継承するか又は共同経営者になること

イ 平成29年度以降の新規交付対象者から、国内での２年の研修に加え、将来の営

農ビジョンとの関連性が認められて海外研修を行う場合は交付期間を１年延長

経営開始型

（１）補助率 定額

（２）事業実施主体 市町村

経営・技術、資金、農地について支援体制が整備されていること

（３）支援対象者 原則45歳未満の独立・自営就農する認定新規就農者

（４）交付単価等 年間最大150万円、最長５年間

平成27年度以降の新規交付対象者から、前年所得に応じて交付額を変動

（５）主な交付要件等

ア 独立・自営就農であること

・ 市町村等が適切な営農をしていないと判断した場合は打ち切り

［平成30年度予算の概要］



［平成30年度予算の概要］

・ 親からの経営継承（親元就農から５年以内）や親の経営から独立した部門経

営を行う場合も対象

・ 農地は親族からの貸借が主であっても対象とするが、５年間の交付期間中に

所有権移転すること

・ 平成29年度以降の新規交付対象者から、交付終了後、交付期間と同期間以上

営農すること

イ 交付３年目に経営確立の見込み等について中間評価を行い、支援方針を決定

ウ 平成29年度以降の新規交付対象者から、早期に経営確立し、さらなる経営発展

に繋がる取組を行う者に対し、最大150万円（又は３年目交付額の２倍のうち低い

額以内の額）を交付し、本事業から卒業

２．農の雇用事業 ５，０５８（５，５５８）百万円
青年の農業法人への雇用就農を促進するため、法人が新規就業者に対して実施す

る実践研修を支援するとともに、新規就業者に対する新たな法人設立に向けた研修

等を支援します。また、法人による従業員等の国内・海外派遣研修を支援します。

（１）補助率 定額

（２）事業実施主体 全国農業委員会ネットワーク機構

（３）支援対象者 原則45歳未満の正社員を雇用し、生産技術等の実践的な研修を実

施する農業法人 等

（４）交付単価等 年間最大120万円、最長２年間（新法人設立に向けた研修は年間

最大120万円、最長４年間（３年目以降年間最大60万円））

（５）主な交付要件等

ア 過去５年間に本事業の対象となった雇用就農者の定着率が一定以上であること

イ 労働保険（雇用保険、労災保険）に加入すること

農業法人は社会保険（厚生年金保険、健康保険）に加入すること

ウ 研修対象者は研修実施法人等に正社員として研修開始時点で４ヶ月以上雇用さ

れていること

３．農業経営確立支援事業 ６７３（６７３）百万円
新規就農者の裾野の拡大や、優れた経営感覚を備えた農業者の育成を図るための

取組を支援します。

（１）労働環境や人材育成面等で若者を惹きつける魅力ある農業経営体の姿を“見える

化”するとともに、

・ 職業としての農業への理解を促進し、若者の就農意欲を喚起する活動

・ 農業への適性を確認するための短期就業体験機会の提供

・ 農業への就職を促進するための就農相談体制の整備

を一体的に実施。

（２）経営力や技術力の習得を図る農業教育機関等のレベルアップのための取組

（３）農業者が営農しながら経営ノウハウを学べる「農業経営塾」の創出・展開

補助率：定額、１／２

事業実施主体：都道府県、民間団体

［お問い合わせ先：経営局就農・女性課 （０３－３５０２－６４６９）］



農業人材力強化総合支援事業の全体像 平成30年度予算概算決定額 【２３３ （２０２）億円】

所得の確保

就農準備
（高校卒業後を支援）

就農開始

法人正職員としての就農 独立・自営就農
経営確立

技術・経営力
の習得

農業次世代人材投資事業
（準備型）

機械・施設の
導入

農業次世代人材投資事業
（経営開始型）

就農定着に
向けた諸課題

の解決

法人側に対する
農の雇用事業

農業法人等の
次世代経営者の育成
（農の雇用事業）

農業経営塾の
創出・展開

・新規就農者間の交流会
・サポート体制の強化

スーパーＬ資金青年等就農資金（無利子）

経営体育成支援事業

農業経営者育成教育の
レベルアップ

魅力ある農業経営体の見える化
・若者の就農意欲喚起の活動
・短期就業体験
・就農相談会

が農業人材力強化総合支援事業で実施する内容が農業人材力強化総合支援事業で実施する内容

研修期間中、年間150万円を最
長２年間交付

就農希望者等に、高度な農業経
営者教育を行う機関等に対して
支援

農業法人に就職した青年に対
する研修経費として年間最大
120万円を最長２年間助成

雇用者に対する新法人設立に
向けた研修経費として年間最
大120万円を最長４年間助成
（３年目以降は最大60万円）

45歳未満で独立して自営する
認定新規就農者に対して、年
間最大150万円を最長５年間
交付

法人等の職員を次世代
経営者として育成するた
めの派遣研修経費として、
月最大10万円を最長２年
間助成



６ 経営体育成支援事業
【２，７２１（２，８３３）百万円】

対策のポイント

地域の担い手に対し、農業用機械・施設の導入を支援します。

＜背景／課題＞

・地域農業の発展を図っていくためには、集落・地域での話し合いに基づく「人・農地

プラン」に即して担い手の経営発展を支援していくことが重要です。

・また、農地中間管理機構を活用して担い手への農地の集積・集約化を加速化すること

が喫緊の課題です。

政策目標

意欲ある担い手の育成・確保

＜主な内容＞

地域の担い手（「人・農地プラン」に位置付けられた中心経営体、農地中間管理機構

から賃借権の設定等を受けた者等※）の育成・確保を推進するため、農業用機械・施設

の導入を支援します。

※ 過去に例のないような重大な気象災害による被災農業者を含む。

１．融資主体補助型

地域の担い手が融資を受け、農業用機械・施設を導入する際、融資残について補

助金を交付することにより、主体的な経営展開を支援します。また、労働力不足等

の課題に対応する農業経営のイノベーションに向けて、新たな技術を活用した農業

用機械・施設の導入について、優先枠を設けて重点的に支援します。

さらに、予算配分に当たっては、農地中間管理機構の活動実績に応じたポイント

加算を行うとともに、園芸等の担い手育成に向けてポイント項目を見直します。

併せて、融資の円滑化等を図るため、農業信用基金協会への補助金の積増しによ

る金融機関への債務保証（経営体の信用保証）を支援します。

補助率：定額、融資残額（事業費の３／10以内等）

事業実施主体：市町村

２．条件不利地域補助型

経営規模が小規模・零細な地域において意欲ある経営体を育成するため、共同利

用機械・施設の導入を支援します。

補助率：１／２以内（１経営体当たり上限4,000万円）

事業実施主体：市町村

［お問い合わせ先：経営局就農・女性課 （０３－６７４４－２１４８）］

［平成30年度予算の概要］



○ 地域の担い手の育成・確保を推進するため、農業用機械・施設の導入を支援します。

○ 経営体育成支援事業

事業の仕組み

経営体育成支援事業は、各地域における自発的な
取組を支援するため、間接補助事業として実施。

◇融資主体補助型

事業概要：地域の中心となる経営体等が、融資を活

用して農業用機械・施設を導入し経営改

善・発展に取り組む場合に支援。イノベー

ション支援について優先枠を措置。

補助対象：農業者

補助率：事業費の３／１０以内等

配分上限額：１経営体当たり300万円

事業実施主体：市町村

◇追加的信用供与補助事業

事業概要：融資の円滑化を図るため、金融機関への

債務保証を拡大。

補助対象：基金協会

補助率：定額

事業実施主体：市町村

事業の内容

地区
(助成対象者)

都道府県国
市町村

(事業実施主体)

助成対象者・地区の状
況等に基づくポイントに
より都道府県ごとの配分
総額を算定し予算配分

農地中間管理機構の活動実
績に応じてポイントを加算

園芸等の担い手育成等に向
けてポイント項目を見直し

地方公共団体の裁量で
地区等への予算配分を
決定

平成30年度予算概算決定額【２７（２８）億円】



７ スーパーＬ資金の金利負担軽減措置
【農業経営基盤強化資金利子助成金等交付事業 ４，８３２（５，６４６）百万円の内数】

対策のポイント
スーパーＬ資金の金利負担軽減措置を実施し、経営改善に意欲的に取り組

む農業者を金融面から強力に支援します。

＜背景／課題＞

・地域農業を維持・発展させるためには、地域の中心経営体等として位置付けられた「担

い手」が自らの創意工夫を活かして経営改善の取組を行うことが重要です。

・経営改善に向けた投資の効果が発現するまでには一定の期間を要することから、投資後

の一定期間について支援を行うことが必要です。

政策目標
担い手への資金調達の円滑化による農業経営の育成

＜主な内容＞

人・農地プランの中心経営体等として位置付けられた認定農業者が借り入れる

スーパーＬ資金について、貸付当初５年間の金利負担を軽減する措置を講じます。

１．対象者

人・農地プランの中心経営体として位置付けられた認定農業者又は農地中間管理

機構から農用地等を借り受けた認定農業者

２．措置内容等

（１）対象資金

スーパーＬ資金

（２）償還期限

25年以内（うち据置期間10年以内）

（３）融資枠

1,000（1,000）億円

（４）金利負担軽減措置

貸付当初５年間実質無利子化（最大２％の引下げ）

３．事業実施主体

公益財団法人農林水産長期金融協会

＜取扱融資機関＞

株式会社日本政策金融公庫（沖縄県にあっては沖縄振興開発金融公庫）

［お問い合わせ先：経営局金融調整課 （０３－６７４４－２１６５）］

［平成30年度予算の概要］



８ 農業支援外国人適正受入サポート事業

【１７３（－）百万円】

対策のポイント

国家戦略特区制度で創設された「農業支援外国人受入事業」の実施のため、

地域における外国人材の受入サポート体制の構築等を支援します。

＜背景／課題＞

・農業の成長産業化に必要な人材の確保等による農業の競争力強化を図るため、我が国

の農業現場で即戦力として活躍できる外国人材を労働力として受け入れる新しい枠組

として、国家戦略特区制度において「農業支援外国人受入事業」が創設されたところ

です。このため、この事業で受け入れる外国人材の人権保護及び地域での円滑な就労

を促すため、農業現場における適正な受入れをサポートする必要があります。

政策目標

「農業支援外国人受入事業」における外国人材が働きやすい労働環境の整

備の推進

＜主な内容＞

１．外国人材の保護

（１）適正受入管理協議会への苦情・相談窓口の設置

「農業支援外国人受入事業」において関係地方公共団体と国の行政機関が共同

で設置する適正受入管理協議会への苦情・相談窓口の設置、外国人材からの相談

に対する母国語での対応体制の整備を支援します。

補助率：１／２以内

事業実施主体：都道府県、市町村

（２）受入農業経営体に対するサポート活動の実施

外国人材の円滑な就労のため、就労に対して一定の責務を負う受入農業経営体

に対する相談対応、研修会の開催等のサポート活動の実施を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

２．外国人材の技能を評価する試験の実施

外国人材の農業等に関する知識及び技能を評価・確認するための試験の作成、実

施を支援します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

［お問い合わせ先：経営局就農・女性課 （０３－６７４４－２１６２）］

［平成30年度予算の概要］



農業⽀援外国⼈適正受⼊サポート事業
我が国の農業現場で即戦⼒として活躍できる外国⼈材（外国⼈農業⽀援⼈材）を労働⼒として受け⼊れる新しい枠

組として、国家戦略特区制度において「農業⽀援外国⼈受⼊事業」が創設されました。
このため、国の機関も参画する適正受⼊管理協議会に苦情・相談窓⼝を設置するとともに、外国⼈材の就労先とな

る農業経営体からの相談等に対応できる体制を整備し、本事業で受け⼊れる外国⼈材の保護及び適正な受⼊れをサ
ポートします。
併せて、受け⼊れる外国⼈材の農業等に関する知識及び技能を⼊国前に評価・確認するための試験の作成、実施を

⽀援します。

２．外国⼈材の技能を評価する試験の実施

（１）適正受⼊管理協議会への苦情・相談
窓⼝の設置

適正受⼊管理協議会における外国⼈材からの苦
情・相談を受け付ける窓⼝の設置を⽀援し、相談
に対して⺟国語で対応できる体制を整備。

１．外国⼈材の保護

（２）受⼊農業経営体に対するサポート活
動の実施

外国⼈材の円滑な就労のため、就労に対して⼀
定の責務を負う農業経営体に対する相談対応、研
修会の開催等のサポート活動を⾏う⺠間団体を⽀
援。

外国⼈材の農業等に関する知識及び技能を評価・確認するた
めの試験の作成、実施を⽀援。

適正受⼊管理協議会

地⽅農政局、地⽅⼊国管理局、
都道府県労働局、内閣府地⽅
創⽣推進事務局等

関係⾃治体

外国⼈農業⽀援⼈材

特定機関 派遣先
農業経営体

労働者派遣
契約

雇
用
契
約

農
業
支
援
活
動

苦情・相談窓口

苦情
相談

報告
（定期／随時）

・基準適合性の確認
・巡回指導、監査 現地調査

⺠
間
団
体

相談窓口

研修会

現地
相談活動

支援

支援

【平成30年度予算概算決定額：１７３百万円】



９ 女性の活躍推進
【女性採択への配慮等 ４２，２５６（４０，９３９）百万円の内数】

対策のポイント
地域のリーダーとなりうる女性農業経営者の育成や女性による事業活用の

促進等により、女性が能力を発揮し活躍できるよう支援します。

＜背景／課題＞
・女性農業者は、地域農業の振興や農業経営の発展等に重要な役割を担っており、女性

が経営に参画している経営体ほど収益力が向上する傾向にあります。農林水産業の成
長産業化に向け、女性の能力が一層発揮されるよう、女性農林漁業者による事業活用
の促進等を通じて女性の活躍を推進することが求められています。

政策目標
女性農林漁業者の活躍の推進

＜主な内容＞

地域農業の活性化などにチャレンジする女性への支援
４２，２５６百万円の内数

女性による活用が望まれる経営体向け補助事業について、周知徹底を図るとともに、
女性や女性グループが積極的に採択されるよう配慮します。

【主な事業】

○ 女性が変える未来の農業推進事業 ９６（－）百万円
自己の経営力向上だけでなく、地域の農業界を牽引するリーダーとなりうる女性

農業経営者の育成を支援します。また、農業界で女性が能力を発揮し活躍できる環
境整備を促進するため、女性の活躍推進に取り組もうとする意欲ある経営体向けの
研修教材開発、実証及び効果の検証等を行い、ロールモデルとなる取組を全国に展
開し、女性にとって魅力ある職業として農業が選択されることを目指します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

○ 経営体育成支援事業 ２，７２１百万円の内数
女性農業者グループも含め、地域の担い手が経営発展等を図るために必要な農業

用機械、施設の導入を通じた経営改善に向けた取組を支援します。
補助率：定額、融資残額、１／２以内等

事業実施主体：市町村

○ ６次産業化支援対策 ２，４３２百万円の内数
女性や女性グループが６次産業化ネットワークのメンバーとなって、女性の視点

を活かして実施する新商品開発や販路開拓等の取組を支援します。
補助率：１／２以内、１／３以内、３／１０以内等

事業実施主体：都道府県、市町村、民間団体等

※ その他の事業においても、女性の取組促進に配慮した措置を講じます。（次ページ参照）

［お問い合わせ先：経営局就農・女性課 （０３－３５０２－６６００）］

［平成30年度予算の概要］



事業名 事業内容 
平成３０年度予算

概算決定額

女性が変える未来の農業推進事業 地域のリーダーとなりうる女性農業経営者の育成及び女性が働きやすい環境整備を推
進し、女性にとって魅力ある職業として農業が選択されることを目指す。

96百万円

多様な担い手育成事業 女性の林業への参入・定着を促進するため、林業体験の実施や女性林業従事者のネッ
トワーク構築等を支援するとともに、女性林業従事者の活躍促進のための課題解決を推
進。

38百万円
の内数

浜の活力再生交付金のうち浜の活力
再生プラン推進事業のうち漁村女性
活躍推進事業

漁村地域における女性の活躍を推進するため、女性の経営能力向上や女性が中心と
なって取り組む加工品の開発・販売等の実践的な取組を支援するとともに、優良事例の
成果報告会の開催等を支援。

事業名 事業内容 
平成３０年度予算

概算決定額

経営体育成支援事業 地域の担い手が経営発展等を図るために必要な農業用機械、施設の導入を支援。

　女性農業者等の取組の場合に、配分ポイントを加算。

強い農業づくり交付金 国産農畜産物の安定供給のため、生産から流通までの強い農業づくりに必要な産地基
幹施設の整備等を支援。

　農産物加工に必要な施設整備について、女性が主体の取組の場合に、面積と下限事
業費の要件緩和。

６次産業化支援対策 農林漁業者等が、６次産業化ネットワークを構築して取り組む新商品開発や販路開拓等
を支援。また、農林漁業者等からの求めに応じて６次産業化プランナーを派遣し、具体的
なアドバイスを実施。

　女性や女性グループが６次産業化ネットワークのメンバーとなって、女性の視点を活か
して実施する新商品開発や販路開拓等の取組を支援。

農作業事故の防止に向け、農業者一人一人に対して効果的に訴えかけ、安全意識を高
めていく取組を支援。

25百万円

　女性等が安全に活躍できる環境づくりを図るため、農業法人の安全確保の取組強化、
農作業安全アドバイザーの情報共有及びネットワークの拡大等の取組を通じて、農作業
時における事故を未然に防ぐ取組を支援。

農山漁村振興交付金 農山漁村が持つ豊かな自然や「食」を活用した都市と農村との共生・対流等を推進する
取組、農山漁村における定住等を図るための取組等を支援。

　　「食」を活かしたグリーン・ツーリズムなど、女性が中心となった都市と農山漁村の共
生・対流につながる取組（地元食材を活用した新商品の開発・販売、農家レストラン、農
家民宿等）や女性等の農林漁業経営、地域文化の伝承等能力発揮や地域住民の活動
促進に必要となる施設整備を支援。

「浜の活力再生プラン」に位置づけられた共同利用施設の整備、プラン策定地域におけ
る水産資源の管理や防災・減災対策の取組等を支援。

　女性等の活動支援のため、子供待機室、調理実習室、会議室等により構成される「女
性等活動拠点施設」の整備を支援。

○中山間地域等直接支払制度

20,154 百万円
の内数

　総額　４２，２５６百万円の内数

20百万円

2,721百万円
の内数

　 事業の活動内容を審査する地域協議会に女性が参画すること等が要件。

2,432百万円
の内数

産地活性化総合対策事業のうち農作
業安全総合対策推進事業

浜の活力再生交付金のうち水産業強
化支援事業

6,700百万円
の内数

○人・農地問題解決加速化支援事業 （人・農地プランの見直し支援事業）
　 人・農地プランの検討に当たって、検討会のメンバーの概ね３割以上は女性農業者で構成することが要件。

　 中山間地域等における農業生産活動の継続への支援について、交付単価の10割の交付を受けるための要件の一つとして、新たに女性・若者等の
参画を得ることを位置づけ。
○森林・山村多面的機能発揮対策交付金

10,070百万円
の内数

チャレンジする女性への支援のための施策

女性農業者等が積極的に採択されるよう配慮等するもの

関連対策（女性農業者等の参画に配慮）

女性農林漁業者の活躍推進を支援するもの

女性農業者等が事業に応募した場合等に、配分ポイントの加算や要件緩和を行うもの

女性の活躍推進に資する環境整備等を支援するもの

食料産業・６次産業化交付金

６次産業化サポート事業

食料産業・６次産業化交付金

６次産業化サポート事業



⼥性が変える未来の農業推進事業（新規）

⼥性にとって魅⼒ある職業としての「農業」を実現

【対応】
経営⼒向上や地域農業の発展のための問題意識等をもった
⼥性農業者を対象に、
・農業・農村のコミュニティをまとめるリーダーシップ
能⼒の向上

・コミュニティづくり先進地における研修・調査
・コミュニティの価値を⾼めるブランディング⼿法の習得

等を内容とする実践型研修を実施。

 ⼥性農業地域リーダー育成⽀援

地域の農業界を牽引する⼥性農業リーダーとしての
資質を備えた⼥性農業者を育成

農村⼥性
リーダー

H27

経営者が⼥性の農家

30
%

10
%

（2015農林業センサス）

H28

農業委員における⼥性⽐率

30
%

10
%

（第4次男⼥共同参画基本計画の⽬標値）

【課題】
・基幹的農業従事者の約４割を占める⼥性は、地域農業の活性化や６次産
業化の担い⼿として重要な役割。
・しかし、⼥性経営者は全体の７％程度。また、農業委員や農協役員等
リーダー層の⼥性割合は1割未満。

平成３０年度予算概算決定額 ９６（－）百万円

 ⼥性の活躍推進に取り組む農業経営体への⽀援

【課題】
・農業の成⻑産業化を実現するには、⼥性の知恵や⼯夫を経営に活かす
ことが重要。
・⼀⽅、農村では、性別による固定的役割分担意識が根強く、ワークラ
イフバランスの考えも浸透していない現状。

【対応】
⼥性の活躍推進に向けて、農業経営体における⼈材育成
プログラム、ワークライフバランス制度、職場・労働環境
の改善を内容とした
・ 研修教材の開発
・ 経営者・管理職向けセミナーの開催
・ 社会保険労務⼠等専⾨家による助⾔・指導及び効果の検証
・ ロールモデル集の作成・配布

等を実施し、⼥性の活躍推進に取り組むロールモデル経営体を育成。

⼥性が能⼒を発揮し活躍できるロールモデル経営体を
全国へ展開し、農業界の「働き⽅改⾰」を実現

【女性の活躍推進に取り組む経営体の取組例】
○ 一人一人に合ったキャリアプラン

→  女性社員・リーダー研修の実施
役員・管理職登用制度

○ ワークライフバランス制度
→  復職支援のための育児時短制度

介護休暇制度
○ 働きやすい環境整備

→  休憩室・シャワー室
屋内・屋外トイレの設置



10 水田活用の直接支払交付金
【３３０，４００（３１５，０００）百万円】

対策のポイント
米政策改革の着実な実行に向け、食料自給率・自給力の向上に資する飼料

用米、麦、大豆など戦略作物の本作化や地域の特色ある魅力的な産品の産地
づくりに向けた取組を支援し、水田のフル活用を図ります。

＜背景／課題＞
・行政による生産数量目標の配分を廃止する等の米政策の改革を着実に進め、農業経営

体が自らの経営判断に基づき作物を選択できる環境を整備することが重要です。また、
主食である米の安定供給、食料自給率・自給力の向上、多面的機能の維持強化等を図
るためには、生産資源である水田を最大限に有効活用する必要があります。

・このため、需要に即した主食用米の生産を進めつつ、飼料用米等の多様な米の生産振
興をそのコスト削減とあわせて図るとともに、小麦、大豆など多くを海外からの輸入
に依存している品目の作付けを拡大していく等の取組を進める必要があります。

政策目標
○飼料用米、米粉用米の生産を拡大（飼料用米110万トン（平成37年度））
○担い手の飼料用米の生産コストを10年間で５割程度削減（平成37年度）
○麦・大豆等の作付面積を拡大（麦28.1万ha、大豆15万ha（平成37年度））
○飼料自給率の向上（40%（平成37年度））

＜主な内容＞
水田を活用して、飼料用米、米粉用米、麦、大豆等の作物を生産する農業者に対し、

交付金を直接交付します。

１．戦略作物助成

※ 子実用とうもろこし(飼料用)を含む

○ 飼料用米、米粉用米の数量と交付単価の関係

注１：数量払いによる助成は、農産物検査機関による数量確認を受けていることが条件

注２：※は全国平均の平年単収（標準単収値）に基づく数値であり、各地域への適用に当たっては、地域農業再生協議会が

当該地域に応じて定めた単収を適用

※

数量払いの単価（傾き）：約167円／kg
助成額
（円/10ａ）

10.5万

8.0万

5.5万

単収（kg/10a）682※532※
(標準単収値）

382※

対象作物 交付単価

麦、大豆、飼料作物 35,000円/10a

ＷＣＳ用稲 80,000円/10a

加工用米 20,000円/10a

飼料用米、米粉用米
収量に応じ、

55,000～105,000円/10a

［平成30年度予算の概要］



２．産地交付金 １０５，７４０（１０１，５７２）百万円
地域の作物振興の設計図となる「水田フル活用ビジョン」に基づき、地域の特色

のある魅力的な産品の産地を創造するため、地域の裁量で活用可能な産地交付金に
より、二毛作や耕畜連携を含め、産地づくりに向けた取組を支援します。

また、取組に応じた配分（下表参照）を都道府県に対して行います。

対象作物 取組内容 追加交付単価

飼料用米、米粉用米 多収品種への取組 12,000円／10ａ

加工用米 複数年契約（３年間）の取組 12,000円／10ａ
※継続分のみ。

そば、なたね 作付の取組 20,000円／10ａ
※基幹作のみ。

※ 上記のほか、以下の取組に応じた配分を都道府県に対して行います。

① 転換作物拡大
都道府県段階において需要のある作物の生産拡大に向けた自主的な取組を

促す観点から、前年度実績よりも転換作物が拡大し、主食用米の作付面積が
減少した都道府県に対し、その面積に応じて10,000円/10aを配分します。

② コメの新市場開拓
主食用米の国内需要が減少する中、内外のコメの新市場の開拓を図る米穀

を作付けた都道府県に対し、作付面積に応じて20,000円/10aを配分します。

③ 畑地化
水田の畑地化（水田台帳の交付対象水田から除外し、当年度から本交付金

の交付対象としない。）に取り組んだ都道府県に対し、取組面積に応じて10.5
万円/10aを配分します（取組年度に限り当メニューのみ交付可）。

［お問い合わせ先：政策統括官付穀物課 （０３－３５９７－０１９１）］

［平成30年度予算の概要］



水田活用の直接支払交付金の概要

○ 米政策改革の着実な実行に向け、飼料用米、麦、大豆等の戦略作物の本作化を進めるとともに、産地交付金により、地域
の特色ある魅力的な産品の産地の創造を支援。

対象作物 交付単価

麦、大豆、飼料作物 3.5万円／10a

ＷＣＳ用稲 8.0万円／10a

加工用米 2.0万円／10a

飼料用米、米粉用米
収量に応じ、

5.5万円～10.5万円/10a

販売目的で対象作物を生産する販売農家・集落営農

【交付対象者】

【支援内容】
１. 戦略作物助成

＜飼料用米、米粉用米の交付単価のイメージ＞

注１：数量払いによる助成は、農産物検査機関による数量確認を受けていることが条件
注２：※は全国平均の平年単収（標準単収値）に基づく数値であり、各地域への適用に当たって

は、地域農業再生協議会が当該地域に応じて定めた単収を適用

数量払いの単価（傾き）：約167円／kg
助成額
（円/10ａ）

10.5万

8.0万

5.5万

単収（kg/10a）682※532※
(標準単収値）

382※

２. 産地交付金

○ 地域の作物振興の設計図となる「水田フル活用ビジョン」に

基づき、高付加価値化や低コスト化を図りながら、地域の特色

のある魅力的な産品の産地を創造するため、地域の裁量で活用

可能な産地交付金により、二毛作や耕畜連携を含め、産地づく

りに向けた取組を支援

○ また、取組に応じた配分(下表参照)を都道府県に対して行う

対象作物 取組内容 配分単価

飼料用米、米粉用米 多収品種への取組 1.2万円/10a

加工用米 複数年契約（３年間）の取組
※継続分のみ。

1.2万円/10a

そば、なたね 作付の取組
※基幹作のみ。

2.0万円/10a

【平成30年度予算概算決定額 ： ３３０，４００ （３１５，０００）百万円】

※ 子実用とうもろこし（飼料用）を含む

※

上記のほか、以下の取組に応じた配分を都道府県に対して行う

① 転換作物拡大（1.0万円/10a）

前年度実績よりも転換作物が拡大し、主食用米の作付面積が減少した場合

に、その面積に応じて配分

② コメの新市場開拓（2.0万円/10a）

内外の新市場の開拓を図る米穀の作付面積に応じて配分

③ 畑地化（10.5万円/10a）

水田の畑地化面積（交付対象水田からの除外面積）に応じて配分







12 米粉の需要拡大・米活用畜産物等のブランド化等
【１０８（１０７）百万円】

対策のポイント
米粉の需要拡大に向けた新製品の開発や飼料用米を活用した畜産物等のブ

ランド化等の取組を支援します。

＜背景／課題＞

・米の消費量の減少傾向が続く中で、米の需給改善を図っていくためには、主食用米だ

けでなく、米粉用米や飼料用米など様々な用途の米の需要を拡大していくことにより、

米全体の利用を維持していく必要があります。

・米粉用米については、更なる需要拡大を図るため、米粉の用途別基準やグルテンを含

まない米粉製品の表示ルールを活用しながら新たな米粉製品を開発するとともに、実

需者などに対して安定的に米粉用米を提供できるよう生産・利用体制を確立する必要

があります。

・飼料用米については、単なる輸入とうもろこしの代替として飼料利用するのみならず、

飼料用米を給与した豚肉、鶏卵等の畜産物の付加価値向上を図ろうとする取組がみら

れ、生産性の向上を図りながら、このような畜産物のブランド化を進め、需要を拡大

していく必要があります。

政策目標
○米粉用米、飼料用米等の生産拡大（米粉用米10万トン、飼料用米110万トン

（平成37年度））

○飼料用米を活用した畜産物等のブランドの確立による売上増加（５年間で

10％）

＜主な内容＞

１．戦略作物生産拡大支援事業 ７３（７２）百万円

（１）米粉製造革新技術等の開発支援

① 新たな米粉製品の開発の支援

米粉用米の需要拡大のため、米粉の用途別基準に即した米粉の商品化、ノングル

テン米粉や米粉の保湿性・粘性に着目した食品添加物の代替利用といった、米粉の

今後の需要拡大に有望な新たな米粉製品開発の取組を支援します。

② 米粉用米の生産・利用体制の確立への支援

実需者ニーズに応じた品質の米粉用米を効率的に生産する体制を構築するため、

農業者、食品製造業者や米粉製造業者による検討会の開催、産地における実需者ニ

ーズにあった品種選定や生産方法の確立等の取組を支援します。

③ 米粉製造設備導入支援

新たな米粉製品を製造するために必要な設備のリース導入・改良に必要な経費の

負担を軽減します。

［平成30年度予算の概要］



［平成30年度予算の概要］

（２）戦略作物の生産拡大支援

水田のフル活用に向けて、米粉用米、飼料用米等の戦略作物について、生産性

を向上させながら需要に応じた生産拡大を図るため、多収品種や技術の導入実証、

担い手向けの革新的な技術の改良・導入等の取組を支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：都道府県、都道府県協議会、大規模生産法人、

生産者団体、民間事業者、民間団体等

２．米活用畜産物等ブランド化推進事業 ３５（３５）百万円

（１）米活用畜産物等ブランド展開事業

飼料用米を活用した豚肉、鶏卵等の畜産物など米を利用した新たな食品のブラ

ンド化による需要の拡大を図るため、ブランド化の戦略策定に係る検討会の開催

や生産流通実態の調査、販路開拓・販売促進のためのＰＲ活動等に要する経費を

支援します。

補助率：定額（１／２相当）

事業実施主体：協議会

（２）米活用畜産物等全国展開事業

飼料用米を活用した豚肉、鶏卵等の畜産物など米を利用した新たな食品の全国

的な認知度向上や販路開拓のために必要となる、検討会の開催、ブランド化のた

めのロゴマークによる普及、アンケート調査、特色ある地域での取組事例の情報

収集・発信、全国の実需者との商談会やセミナーの開催に要する経費を支援しま

す。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

［お問い合わせ先：政策統括官付穀物課 （０３－３５０２－７９５０）］



○ 今後の米粉の利用拡大に向け、平成29年3月に、米粉の加工適性に関する「米粉の用途別基準」、グルテンを含ま
ない（ノングルテン）米粉製品の表示に関する「米粉製品の普及のための表示に関するガイドライン」を公表しました。

○ これらに即した米粉の利用拡大を推進するため、新たな米粉製品の開発、実需者ニーズに応じた品質の米粉用米
を効率的に生産する体制を構築する取組等について支援します。

【平成30年度予算概算決定額 ：７３（７２）百万円の内数】

米粉用米の需要拡大

新たな米粉製品の開発

●事業実施主体：民間事業者等

平成29年３月に公表した用途別基準等の活用によ
る、更なる米粉の利用拡大を図るため、

○ 用途別基準に即した米粉の商品化
○ ノングルテン米粉や食品添加物の代替利用等
の需要拡大に有望な米粉製品の開発

○ 製粉機や分析機器のリース導入
などを支援します。

米粉用米の生産・利用体制の構築

●事業実施主体：民間団体等

実需者ニーズに応じた米粉用米を効率的に生産する体制を構築するため、生産者
と実需者が一体となった取組を支援します。

米粉用米
の生産地

米粉製造
業者

食品製造
業者等

④麺用米粉の
安定供給

①麺製造に適し
た米粉の需要

○ ニーズに応じた米粉用米の
生産体制の確立に必要な経費
を支援
・ 栽培履歴の記録
・ 栽培マニュアルの作成

○ 用途別基準やノングルテン表示に即した米粉の
製造に必要な経費を支援
・ 分析機器の導入
・ ノングルテン米粉を用いた食品製造に要する施
設の改良 等

（例）

②高アミロース米
粉用米を希望

③高アミロース米粉
用米の生産・出荷

実需者

戦略作物生産拡大支援事業（米粉製造革新技術等の開発支援）

○ 飼料用米を活用した畜産物等のブランドを確立するため、地域におけるブランド化に向けた戦略策定や販路開拓などの
取組を支援します。

○ また、地域の取組を全国に広げるため、米活用畜産物のロゴマークの普及や取組事例の情報収集・発信、全国の実需
者との商談会やセミナー開催などの取組を支援します。

米活用畜産物等ブランド化推進事業

米活用畜産物等全国展開事業 米活用畜産物等ブランド展開事業

〇米活用畜産物の認知度向上や全国展開の
ための取組を支援

〇地域の米活用畜産物のブランド化を支援

飼料用米を活用した畜産物等の高付加価値化の実現

地域における米活用畜産物ブランドの創出米活用畜産物ブランドの認知度向上や販路開拓

ロゴマークの普及 商談会の開催取組事例の情報収集・発信

① ロゴマークの普及など認知度向上検討会の開催
② ＨＰやフェア等での取組事例の情報収集・発信
③ 全国の米活用畜産物を一堂に介し、実需者との商
談会やセミナーの開催
等

① 戦略策定のためのブランド化推進検討委員会の
開催や生産・流通実態の調査

② 販路開拓や販売促進のためのＰＲ活動
等

検討委員会での戦略策定 販売促進の取組

検討委員会

・畜産事業者
・耕種農家
・飼料メーカー
・販売等事業者
・行政など

生産・流通実態調査

【平成30年度予算概算決定額 ：３５（３５）百万円】

米活用畜産物等ブランド化推進事業



13 経営所得安定対策
【２８９，４２３（２７７，８３１）百万円】

対策のポイント

畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）及び米・畑作物の収入減少影響緩和対策（ナ

ラシ対策）について、担い手（認定農業者、集落営農、認定新規就農者）を対象とし

て実施します。

＜背景/課題＞

・諸外国との生産条件格差から生ずる不利がある畑作物は、コスト割れの補塡が必要です。

・また、米・畑作物は、農産物価格下落が担い手の経営に及ぼす影響を緩和し、安定的な農業

経営ができるよう、農業者拠出に基づくセーフティーネットが必要です。

政策目標

米・麦・大豆等の土地利用型農業の経営体の経営の安定

＜主な内容＞

１．畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）

（所要額）２０６，４７９（１９４，９９１）百万円

を生産する農業者に対して、経営安定諸外国との生産条件の格差による不利がある畑作物

のための交付金を直接交付します。

（１）交付対象者

認定農業者、集落営農、認定新規就農者（いずれも規模要件はありません）

（２）対象作物

（ 、 、 、 ）、 、 、 、 、麦 小麦 二条大麦 六条大麦 はだか麦 大豆 てん菜 でん粉原料用ばれいしょ そば

なたね

（３）交付単価（29年産～31年産まで適用）

① 数量払

全算入生産費をベースに算定した標準的な生産費と標準的な販売価格交付単価の水準は、

されており、 がされています。との差額分として算定 品質区分に応じた単価設定

[平成30年度予算の概要]



[平成30年度予算の概要]

（円／60kg）＜小麦の品質区分と交付単価＞

品質区分 １等 ２等

（等級/ランク） Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

8,990 8,490 8,340 8,280 7,830 7,330 7,180 7,120パン・中華麺用品種

6,690 6,190 6,040 5,980 5,530 5,030 4,880 4,820パン・中華麺用品種以外

＜大麦・はだか麦の品質区分と交付単価＞ （円／単位数量）

品質区分 １等 ２等

（等級/ランク） Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

5,520 5,100 4,980 4,930 4,660 4,240 4,110 4,060二条大麦（50㎏）

6,000 5,580 5,450 5,400 4,970 4,550 4,430 4,380六条大麦（50㎏）

8,610 8,110 7,960 7,870 7,040 6,540 6,390 6,310はだか麦（60㎏）

（円／60kg）＜大豆の品質区分と交付単価＞

１等 ２等 ３等品質区分（等級）

普通大豆 9,940 9,250 8,570

特定加工用大豆 7,890

特定加工用：豆腐・油揚、しょうゆ、きなこ等製品の段階において、大豆の原形をとどめない用途に

使用する大豆

（円／ｔ）＜てん菜の品質区分と交付単価＞

品質区分（糖度） (＋0.1度ごと) 16.3度 (▲0.1度ごと)

てん菜 ＋62 7,180 ▲62

（円／ｔ）＜でん粉原料用ばれいしょの品質区分と交付単価＞

品質区分 (＋0.1％ごと) 19.5% (▲0.1％ごと)（でん粉含有率）

でん粉原料用ばれいしょ ＋64 11,610 ▲64

（円／45kg）＜そばの品質区分と交付単価＞

１等 ２等品質区分（等級）

そば 17,470 15,360

（円／60kg）＜なたねの品質区分と交付単価＞

キザキノナタネ
品質区分 キラリボシ その他の品種（品種）

ナナシキブ

なたね 9,940 9,200

＜参考：平均交付単価＞

小麦 6,890円／60㎏ てん菜 7,180円／ｔ

二条大麦 5,460円／50㎏ 11,610円／ｔでん粉原料用ばれいしょ

六条大麦 5,690円／50㎏ そば 16,840円／45㎏

はだか麦 8,190円／60㎏ なたね 9,920円／60㎏

大豆 9,040円／60㎏



[平成30年度予算の概要]

② 面積払（営農継続支払）

「面積払」農地を農地として保全し営農を継続するために必要な経費が賄える水準を

します。として、10a当たりの単価で直接交付

交付単価 ： 20,000円 ／ 10a （そばについては、13,000円 ／ 10a）

※ 面積払は、 に基づいて支払います。当年産の作付面積

○ 数量払と面積払の関係

面積払を先に支払い 対象作物の販売数量が明らかになった段階で数量※ 、その後、

払の額を確定し、先に支払われた面積払の金額を差し引いた額を追加で支払う仕組

です。み

２．米・畑作物の収入減少影響緩和対策交付金（ナラシ対策）

（所要額）７４，５５２（７４，５５４）百万円

が、過去の平均収米、麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょの29年産収入額の合計

標準的収入額 その差額の９割を、対策加入者と国が１対３の割入である を下回った場合に、

します。合で拠出した積立金から、補塡

（１）交付対象者

認定農業者、集落営農、認定新規就農者（いずれも規模要件はありません）

（２）交付単価

当年産の販売収入の合計 標準的収入 差額の９割を、国からが、 を下回った場合に、その

します。補塡の財源は、農業者と国が１対３の交付金と農業者の積み立てた積立金で補塡

の割合で負担します。

都道府県等地域単位で算定

標準的収入

当年産収入
過去の５年
のうち、最高
・最低を除く
３年の平均
収入

米の差額

麦の差額

大豆の差額

品目ごとの
収入差額を
合算

補塡金

収入減
の９割

農業者【１】

国費【３】

収入減少が発生

・・・

農業者１：国３

の割合で拠出

農業者ごとに算定

面積払

数量払

収量

交
付
金
額

（数量払の際に控除されます。）



[平成30年度予算の概要]

３．経営所得安定対策等推進事業等 ８，３９３（８，２８６）百万円

農業再生協議会が行う水田フル活用ビジョンの作成・周知や経営所得安定対策等の運営に

必要な経費を助成します。

また、都道府県（農業再生協議会）への助成に当たっては、主食用米以外の作物への転換

の動きにも配慮します。

お問い合わせ先：政策統括官付総務・経営安定対策参事官付経営安定対策室

（０３－３５０２－５６０１）



畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）

【（所要額）2,065（1,950）億円】

＜畑作物の直接支払交付金のイメージ＞

○ 経営所得安定対策の概要

［面積払］
当年産の作付面積に基づき交付 ２万円／10ａ（そばについては、1.3万円／10ａ）

【対象者】
認定農業者、集落営農、認定新規就農者が対象（規模要件はありません）

【対象作物】
麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょ、そば、なたね

【交付単価（29年産～31年産まで適用）】
［数量払］
交付単価は品質に応じて増減

【（所要額）746（746）億円】

経営所得安定対策等推進事業等
【84（83）億円】

対象作物 平均交付単価

小麦 6,890円/60㎏

二条大麦 5,460円/50㎏

六条大麦 5,690円/50㎏

はだか麦 8,190円/60㎏

大豆 9,040円/60㎏

対象作物 平均交付単価

てん菜 7,180円/ ｔ

でん粉原料用ばれいしょ 11,610円/ ｔ

そば 16,840円/45㎏

なたね 9,920円/60㎏

◇ 諸外国との生産条件の格差による不利がある畑作物を生産する農業者に対して、経営

安定のための交付金を直接交付します。

面積払

数量払

収量

交
付
金
額

◇ 農業再生協議会が行う水田フル活用ビジョンの作成・周知や経営所得安定対策
等の運営に必要な経費を助成します。

◇ また、都道府県（農業再生協議会）への助成に当たっては、主食用米以外の作
物への転換の動きにも配慮します。

米・畑作物の収入減少影響緩和対策交付金（ナラシ対策）

都道府県等地域単位で算定

標準的収入

当年産収入
過去の５年
のうち、最高
・最低を除く
３年の平均
収入

米の差額

麦の差額

大豆の差額

品目ごとの
収入差額を
合算

補塡金

収入減
の９割

農業者【１】

国費【３】

収入減少が発生

・・・

農業者１：国３

の割合で拠出

【対象者】
認定農業者、集落営農、認定新規就農者が対象（規模要件はありません）

【対象作物】
米、麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょ

【仕組み】
米、麦、大豆等の当年産の販売収入の合計（当年産収入額）が標準的収入額

を下回った場合に、その差額の９割を補塡します。

◇ 農家拠出を伴う経営に着目したセーフティーネットであり、米及び畑作物の農業収
入全体の減少による影響を緩和するための制度です。

＜収入減少影響緩和交付金のイメージ＞

【平成30年度予算概算決定額：２８９,４２３（２７７,８３１）百万円】



14 収入保険制度の実施
【２５，９７８（－）百万円】

対策のポイント

品目の枠にとらわれずに、農業経営者ごとの収入全体を見て総合的に対応

し得る収入保険制度を実施します。

＜背景／課題＞

・農業の成長産業化に向けて、収益性の高い新規作物の生産や新たな販路の開拓等にチ

ャレンジする農業経営者の意欲的な取組を促進するため、農業経営者ごとの収入全体

を対象とした収入保険制度を実施する必要があります。

政策目標

○今後10年間（平成35年まで）で、法人経営体数を５万法人に増加

○担い手が利用する面積が今後10年間（平成35年度まで）で全農地面積の８

割となるよう農地集積を推進

＜主な内容＞

１．農業経営収入保険料国庫負担金 ２,９１５（－）百万円

保険方式について、農業者が支払うべき保険料の１／２を国庫が負担します。

補助率：１／２

事業実施主体：全国農業共済組合連合会

２．農業経営収入保険特約補てん金造成費交付金 ２１,７８０（－）百万円

積立方式について、農業者が積み立てる積立金の３倍に相当する金額を国が交付

します。

補助率：定額

事業実施主体：全国農業共済組合連合会

３．農業経営収入保険事業事務費負担金 １,２８３（－）百万円

収入保険制度の実施主体である全国農業共済組合連合会に対し、収入保険制度に

関する事務の執行に必要な経費（人件費、旅費等）を負担します。

補助率：１／２以内

事業実施主体：全国農業共済組合連合会

［平成30年度予算の概要］



［平成30年度予算の概要］

（関連対策）

収入保険制度の導入に向けた準備

１．農業者の収入データの収集 １０１（１１４）百万円

収入保険制度の保険料率の算定等を適切に行うため、収入保険制度の制度設計に

基づき、農業者の収入データを把握します。

委託費

委託先：民間団体等

２．収入保険電算処理システムの開発 ３１７（１４９）百万円

収入保険制度の事務処理を円滑に行うための電算処理システムの開発を支援しま

す。

補助率：定額

事業実施主体：全国農業共済組合連合会

【収入保険制度の仕組みの概要】

収入保険制度は、品目の枠にとらわれず、自然災害による収入減少だけでなく、

価格低下なども含めた収入減少を補てんする仕組みです。

具体的には、

① 青色申告を行っている農業者（個人・法人）を対象に、

② 農業者ごとの過去５年間の平均収入を基本として基準収入を設定し、

③ 保険期間の収入が基準収入の９割（補償限度額）を下回った場合に、下回

った額の９割（支払率）について、「掛捨ての保険方式（保険金）」と「掛捨て

とならない積立方式（特約補てん金）」の組合せで補てんします。

［お問い合わせ先：経営局保険課 （０３－６７４４－７１４７）]

90％
(保険方式＋積立方式の補償限度額の上限)

農業者ごとの
過去５年間の農業収入

80％
（保険方式の補償限度額の上限）

100％

収入
減少

自己責任部分

保険期間の収入

保険方式で補てん
（保険金）

積立方式で補てん
（特約補てん金）

過去５年間の平均収入
（５中５）を基本

規模拡大など、保険期間の
営農計画も考慮して設定

基準収入

支払率（９割を上限として選択）

（注） ５年以上の青色申告実績がある者の場合



15 農業共済関係事業
【８６，９５０（８８，２３５）百万円】

対策のポイント

農業者が台風や冷害などの自然災害等によって受ける損失を補てんする農

業共済事業を実施します。

＜背景／課題＞

・我が国の農業は、風水害、冷害等種々の農業災害にしばしば見舞われ、広い地域にわ

たり甚大な被害を受けやすいという宿命を有しています。

・このため、国の責務として、被災した農業者の損失を保険の仕組みにより補てんする

必要があります。

政策目標

共済金の早期支払を通じた被災農業者の経営の安定を確保

（水稲及び麦は共済金が年内に支払われる農業者数の割合、その他の品目

（果樹、畑作物等）は共済金の支払に係る国などの事務を30日以内に行う

割合を100％とする。）

＜主な内容＞

１．共済掛金国庫負担金 ５０，１１０（５０，１１０）百万円

農業者が支払うべき共済掛金の約１／２を国庫が負担します。

補助率：１／２

補助率１／２以外のもの

農作物共済（麦） ：50～55％

家畜共済（豚） ： 40％

畑作物共済（蚕繭以外）： 55％

事業実施主体：農業共済団体等

２．農業共済事業事務費負担金 ３６，４０４（３７，６８９）百万円

農業共済事業の実務を担う農業共済団体に対し、事業運営に係る基幹的経費（人

件費、旅費等）を負担します。

補助率：定額

事業実施主体：農業共済団体

お問い合わせ先：

１の事業 経営局保険課 （０３－３５０２－７３３７）

２の事業 経営局保険監理官 （０３－３５９１－５００９）

［平成30年度予算の概要］



16 農業農村整備事業（公共）
【３２１，０５４（３０８，４０４）百万円】

（平成29年度補正予算 １３７，０００百万円）

対策のポイント
農業の競争力強化のための農地の大区画化や汎用化・畑地化、新たな農業

水利システムの構築、国土強靱化のための農業水利施設の長寿命化・耐震化
対策、ため池の管理体制の強化等を推進します。

＜背景／課題＞
・農業の競争力強化を図るためには、担い手への農地の集積・集約化に向け、農地中間

管理機構とも連携した農地の大区画化・汎用化や、水管理の省力化等を実現する新た
な農業水利システムの構築等を推進する必要があります。

・米中心の営農体系から野菜等の高収益作物を中心とした営農体系への転換など、農業
者の自立的な経営判断に基づく生産を促し、産地収益力を向上させるため、水田の排
水対策による畑地化や水路のパイプライン化等を推進する必要があります。

・全国の基幹的な農業水利施設の約２割が既に耐用年数を超過していることを踏まえ、
基幹的な農業水利施設の老朽化への対策を講ずる必要があります。

・地震・豪雨等の自然災害の激甚化を踏まえ、農業水利施設等の耐震化や洪水被害防止
対策を通じた農村地域の防災・減災対策を講ずる必要があります。

政策目標
○担い手が利用する面積が今後10年間（平成35年度まで）で全農地面積の８割
となるよう農地集積を推進

○基盤整備完了区域（水田）における作付面積（主食用米を除く）に占める
高収益作物の割合
（約２割（平成27年度）→ 約３割以上（平成32年度））

○基幹的農業水利施設の機能保全計画の策定率
（約６割（平成27年度）→ 10割（平成32年度））

○ハザードマップ等ソフト対策を実施した防災重点ため池の割合
（約５割（平成27年度）→ 10割（平成32年度））

＜主な内容＞
１．担い手が活躍する強い農業基盤づくり（農業競争力強化対策）

１１１，０２７（１０３，３９５）百万円
担い手への農地集積や農業の高付加価値化を図るため、農地中間管理機構との連

携等により、農地の大区画化や汎用化・畑地化、畑地かんがい施設の整備等を実施
します。また、パイプライン化やＩＣＴ等の導入により、新たな農業水利システム
を構築し、担い手の多様な水利用や水管理の省力化を推進します。

２．老朽化した農業水利施設の長寿命化（国土強靱化対策）
１２６，４９５（１２５，３７７）百万円

老朽化した農業水利施設について、点検・診断に基づき、補修・更新等を適時・
的確に実施します。

３．安全・安心のための農村地域の防災・減災（国土強靱化対策）
８３，５３１（７９，６３２）百万円

基幹的な農業水利施設やため池等の耐震対策、集中豪雨による農村地域の洪水被
害防止対策等を実施します。

国費率、補助率：２／３、１／２等
事業実施主体：国、都道府県等

［お問い合わせ先：農村振興局設計課 （０３－３５０２－８６９５）］

［平成30年度予算の概要］



○ 基幹的な農業水利施設等の耐震化、ため池のハザードマップ作成や管理体制
の強化、農村地域の洪水被害防止対策等を推進。

○ 老朽化した農業水利施設の点検・診断の結果をデータベース化し、補修・更新
等を適時・的確に実施するとともに、突発事故の迅速な復旧や管理体制の整備を
推進。

農業農村整備事業

農地整備を通じた農地集積・集約化の例

○ 大区画化や汎用化・畑地化等の基盤整備を実施し、農地中間管理機構とも連携
した担い手への農地集積・集約化や農業の高付加価値化を推進。

１．担い手が活躍する強い農業基盤づくり（農業競争力強化対策） ２．老朽化した農業水利施設の長寿命化（国土強靱化対策）

○ パイプライン化やＩＣＴの導入等により、新たな農業水利システムを構築し、
担い手の多様な水利用や水管理の省力化を推進。

水管理のＩＣＴ化

ICT化により、供給
システムを効率化し
担い手の水需要に
きめ細かく対応

土地改良区による管理 大規模・少数の
担い手農家による管理

自動ゲート化

新たな農業水利システム（イメージ）

中央管理所

分水施設

農家数 戸当たり規模

３６３戸 ０．６ｈａ／戸

：集落営農参加合意者

：自家消費希望者

計画現況

取水施設

パイプライン化や自動
給水栓の導入によって
多様な水利用に対応

水位･水温の確認
用排水の遠隔操作

面的集積

田
大豆

麦

農業水利施設の補修・更新等

点検・診断結果のデータベース化・可視化
（イメージ）

水利施設の経年的
な劣化により、

突発事故が多発。

突発事故の際の、
迅速な復旧を推進。

パイプラインの破裂

水路の機能診断 補修

３．安全・安心のための農村地域の防災・減災（国土強靱化対策）

大区画化の例

タマネギ水稲

暗渠排水の整備により排水が良好となり、水田で
タマネギを作付け

全体
18.0兆円

既に標準耐用年数
を超過した施設

4.0兆円 （全体の22％）

さらに今後10年のうちに
標準耐用年数を超過
する施設を加えると

6.6兆円 （全体の37％）

調整施設

自動給水栓

汎用化の例

基幹的水利施設の老朽化状況(H26)

事業実施前 事業実施後

管理体制の整備

施設管理の現地指導

水路のﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ化

ICTの導入により、
遠隔地からの管理
を可能にすること
で水管理を省力化

洪水被害防止対策ため池の整備施設の耐震化

ポンプ羽根車の設置

小学校
幹線道

改修前の堤体

改修後の堤体

耐震化前の頭首工堰柱

耐震化後の頭首工堰柱

ハザードマップの事例

【111,027（103,395）百万円】

【83,531（79,632）百万円】

【126,495（125,377）百万円】

平成30年度予算概算決定額：321,054(308,404)百万円
（平成29年度補正予算：137,000百万円）



17 農業水路等長寿命化・防災減災事業
【２０，０２０（－）百万円】

対策のポイント
農業の持続的な発展を後押しするため、農業生産活動の基盤となる農業水

利施設の機能の安定的な発揮に必要な機動的かつ効率的な長寿命化対策及び
防災減災対策を、早期に効果が発現する地区を対象にきめ細かく推進すると
ともに、効果を最大限に発揮するための取組を支援します。

＜背景／課題＞

・施設の老朽化の進行や災害リスクが高まっていく中で、農業が持続的に発展してい

くためには、農業生産活動が安心して行われることが重要です。

・そのため、農業生産活動の基盤となる農業水路等の農業水利施設が将来にわたってそ

の機能を安定的に発揮していくことが大切であり、適時・適切な長寿命化対策や防災

減災対策を実施することによって、農地や農業用施設を健全な状態に保つとともに、

省力化などに取り組んでいくことが必要です。

政策目標
○農業水利施設の機能保全計画の策定率（10割）
○湛水被害等が防止される農地及び周辺地域の面積
（農地及び周辺地域の面積 約34万ha（うち農地面積 約28万ha）（平成32年度））

＜主な内容＞

１．きめ細やかな長寿命化対策
農業水利施設の老朽化にきめ細やかに対応した機能保全計画に基づく長寿命化を

図るほか、水管理や維持管理の労力軽減に資する取組を支援します。

・機能診断・機能保全計画に基づいた補修や更新、分水ゲート自動化、除塵機や

水位計・流量計等の設置など、施設の長寿命化や水管理・維持管理の省力化に

資する対策

・施設の状態を確認するための機能診断、機能保全計画の策定、ＩＣＴ化など省

力化技術を導入するための実証など、施設の長寿命化や省力化につながる対策

２．機動的な防災減災対策
農業水利施設の機能低下により、災害のおそれが生じている箇所において、その

機能を回復するとともに、被害の発生を未然に防ぐための取組や、事故の防止など

リスク管理に資する取組を支援します。

・災害による被害の未然防止に必要な施設整備、リスク管理のための観測機器の

設置、緊急時に対応するためのポンプ等の設置、安全を確保するための整備な

ど、防災減災に資する対策

・施設の耐震性調査、被害を最小限にするハザードマップ作成、監視・管理体制

の強化など、地域の防災減災につながる対策

補助率：１／２、定額等

事業実施主体：都道府県、市町村、土地改良区等

お問い合わせ先：農村振興局水資源課 （０３－３５０２－６２４６）
農村振興局防 災 課 （０３－６７４４－２２１０）

［平成30年度予算の概要］



長寿命化のための整備

除塵機の設置

○ 農業の持続的な発展を後押しするため、農業生産活動の基盤となる農業水利施設の機能の安定的な発揮に必要な機動的か
つ効率的な長寿命化対策及び防災減災対策を、早期に効果が発現する地区を対象にきめ細かく推進するとともに、これらに必
要な調査・計画策定、省力化技術の導入やハザードマップ作成など、効果を最大限に発揮するための取組を支援します。

農業水路等長寿命化・防災減災事業（新規：非公共事業）

・ 都道府県、市町村

・ 土地改良区 等

１．事業内容

２．実施要件

（ハード対策）長寿命化・防災減災整備計画に基づいて実施されるもので、総事業費200万円
以上（受益面積要件なし）、受益者数２者以上、事業期間３年以内 【補助率：１／２等】

（ソフト対策）事業期間１年以内 【補助率：定額】

転落防止柵の整備

（ハード対策）
○機能保全計画に基づき、老朽化した農業水利施設

の長寿命化を図るために必要な補修や更新
○既存の水利ストックの適正化のための施設の統合

・廃止
○水管理労力軽減のための水利施設に付帯する分

水ゲートの自動化、パイプライン化、水管理のＩＣＴ
化、自動給水栓の導入

○維持管理コスト低減のための除塵機や小水力発
電施設等の整備

等

（ハード対策）
○自然災害による被害を未然に防止するために必要

な施設整備
○地盤沈下や水質保全など、社会的な問題に対応

するための施設整備
○災害発生時に機能を喪失しないための施設の強

化
○リスク管理のために必要な観測機器の設置
○緊急時に対応するための排水ポンプ等の設置
○安全を確保するための転落防止柵等の整備

等

３．実施主体

老朽化した施設の機能診断

機動的な防災減災対策きめ細やかな長寿命化対策
農業水利施設の機能低下により、災害のおそれが生じている箇所において、

その機能を回復するとともに、被害の発生を未然に防ぐための取組や、事故の
防止などリスク管理に資する取組を支援。

農業水利施設の老朽化にきめ細やかに対応して長寿命化を図るほか、水管
理や維持管理の省力化に資する取組を支援。

水位計や監視カメラの設置

災害に対する強化

（機能を一層発揮させるためのソフト対策）

○大規模地震を想定した施設の耐震性調査
○災害発生時の被害を最小限に抑えるためのハ

ザードマップの作成
○災害による被害の発生を未然に防止するため

の監視・管理体制の強化
等

（機能を一層発揮させるためのソフト対策）

○施設の健全度を確認するための機能診断及び
長寿命化のための機能保全計画の策定

○長寿命化に資する施設整備のための実施計画
の策定

○ICT化など省力化技術導入に当たっての検証
等



18 森林整備事業（公共）
【１２０，３１３（１２０，３１３）百万円】

（平成29年度補正予算 １２，５００百万円）

対策のポイント
林業の成長産業化と森林資源の適切な管理を実現するため、意欲と能力の

ある経営体や、同経営体が森林の管理経営を集積・集約化する地域に対し、

間伐や路網整備、主伐後の再造林等を重点的に支援します。

＜背景／課題＞

・我が国の人工林は本格的な利用期を迎えており、この豊富な資源を循環利用し、木材

の安定供給体制を構築していく必要があります。

・また、地球温暖化防止対策としての森林吸収量3.5％の確保や国土の保全など森林の

公益的機能を発揮させることが重要です。

・このため、間伐や路網整備、主伐後の再造林等を推進する必要があり、特に木材流通

が広域化している中、木材の大量運搬等に対応でき、大型車両が通行可能な幹線路網

の整備を推進する必要があります。

政策目標
森林吸収量の算入上限値3.5％（平成２年度比）の確保に向けた間伐の実施

（平成25年度から平成32年度までの８年間の年平均：52万ha）

＜主な内容＞

１．意欲と能力のある経営体や同経営体が森林の管理経営を集積・集約化する地域に対

し、間伐や路網整備、主伐後の再造林等を重点的に支援します。

（１）森林資源が充実した区域等において、路網ネットワークを形成するため森林作業

道、林業専用道、林業生産基盤整備道をバランスよく整備します。また、意欲と能

力のある経営体が行う間伐等に優先配分します。

（２）伐採と造林の一貫作業システム、列状間伐の導入等を通じた森林整備の低コスト化を

進めながら健全な森林の育成を推進します。

森林環境保全直接支援事業 ２３，１９４（２３，１９４）百万円

森林資源循環利用林道整備事業 １，８３３ （－）百万円

林業専用道整備対策 ９，５００（１０，７３３）百万円

国費率：１／２、３／10等

事業実施主体：国、都道府県、市町村、森林所有者等

２．台風等の気象害を受けた被害森林や奥地水源林の整備等を推進します。

環境林整備事業 ２，８５０（ ３,２００）百万円

水源林造成事業 ２４，８４５（２４,８４５）百万円

国費率：３／10、10／10等

事業実施主体：都道府県、市町村、国立研究開発法人森林研究・整備機構等

[お問い合わせ先：林野庁整備課 （０３－６７４４－２３０３）]

［平成30年度予算の概要］



,

平成30年度森林整備事業について 平成30年度予算概算決定額：1,203(1,203)億円
（平成29年度補正予算額:125億円)

○ 本格的な利用期を迎えた森林資源

○ 森林の持つ多面的機能の維持・向
上を図りつつ、資源の循環利用の推
進により林業を成長産業として確立

「農林水産業・地域の活力創造プ
ラン 」

（平成29年12月改訂）
林業の成長産業化と森林資源の適
切な管理の両立を図るため、（中略）
以下の措置を講ずる。
・ 市町村が経営意欲を失っている
森林所有者から森林の経営・管理
の委託を受け、意欲と能力ある林
業経営者に再委託を行い、林業経
営の集積・集約化を行うとともに、
再委託できない森林及び再委託に
至るまでの森林においては、市町
村が公的管理を行う新たな森林管
理システムを構築する。その際、生
産性の高い森林については、新シ
ステムを構築した地域を中心として
路網整備等の重点化を図る。

〇 木材の大量運搬等に対応できる幹
線となる路網の整備が必要

■ 幹線となる路網の整備

〇 森林資源が充実し、主伐期を迎え
木材流通の広域化

〇 大型の製材工場等が整備され、国
産材に対する需要の高まり

林業の成長産業化と森林の多面的機能の発揮森林資源の循環利用の推進

林業の成長産業化と森林資源の適切な管理を実現するため、意欲と能力のある林業経
営体や、同経営体が森林の経営・管理を集積・集約化することが見込まれる地域を中心
として、間伐や路網整備、主伐後の再造林等を重点的に支援します。

新たな森林管理システム

森林所有者

※ このほかに、台風等の気象害を受けた被害森林の整備などを推進

森林管理の委託等 森林管理の再委託

市町村 林業経営体

新たな森林管理システムの構築が見込まれる地域を中心として重点的に支援

新たな森林管理システムを支える条件整備

〇 木材生産と森林管理を行うための路網整備
〇 利用間伐等の促進

大型トラックが通
行可能な幹線とな
る道の整備が必要

既設林道

「森林資源が充実した区域」

森林作業道
(林業機械等）

林業専用道
（10t積トラック等）

森林作業道

林業生産基盤整備道
(20t積トラック等）

主伐後の
再造林

主伐後の
再造林

除伐・
間伐

・ 路網ネットワークを形成するため森林作業道、林業専用
道、林業生産基盤整備道をバランスよく整備
・ 間伐等により、適切な森林管理と木材の利用促進を両立

主伐後の
再造林

除伐・
間伐

間伐材の搬出

利用間伐の実施



19 治山事業（公共）
【 】５９，７３６（５９，７３６）百万円

（平成29年度補正予算 １９，５００百万円）

対策のポイント
集中豪雨、流木等被害に対する山地防災力を高めるため、荒廃山地の重点

的な復旧・予防対策、総合的な流木対策の強化により、事前防災・減災対策

を推進します。

＜背景／課題＞

・集中豪雨等による山地災害が頻発する中、国民の生命・財産を守り林業成長産業化の

。礎となる 必要があります安全・安心な国土 地域の構築のため 治山対策を推進する、 、

被害が甚大化している流木・局地的豪雨による山腹崩壊の発生や立木の大径化に伴い、

する必要があります。災害への対応を強化

政策目標
周辺の森林の山地災害防止機能等が適切に発揮された集落の増加

（5.5万集落（平成25年度）→5.8万集落（平成30年度 ））

＜主な内容＞

航空レーザ計測による崩壊地等の詳１．山地災害の発生のおそれが高い地域を対象に、

します。細把握と重点的・集中的な予防・復旧対策を実施

山地災害重点地域総合対策事業 １，２０９（－）百万円

国費率：10／10、１／２等

事業実施主体：国、都道府県

流木捕捉式治山ダムの整備やその機能回復に必要な管理道の整備 保安林内に堆積２． 、

など 「流木災害等に対する治山対策検討チーム」中間取りまとした流木の緊急除去 、

めを踏まえた、総合的な流木対策を推進します。

復旧治山事業 ２０，１８１（２０，５９５）百万円

緊急予防治山事業 ２，５０５（ ２，５０５）百万円

国費率：10／10、１／２等

事業実施主体：国、都道府県

災害関連緊急治山事３．激甚な災害から緊急的に復旧を図り再度災害を防止するため、

。業等と一体的な計画に基づき 周辺被災箇所等における復旧・予防対策を実施、 します

緊急総合治山事業 ６００（－）百万円

国費率：１／２等

事業実施主体：都道府県

４．豪雨により甚大な被害を受けた地域において、大規模な崩壊地の復旧に新規着手す

るなど、 します。民有林直轄治山事業による集中的な復旧整備を実施

民有林直轄治山事業 １１，０８６（１１，０７２）百万円

国費率：２／３等

事業実施主体：国

［平成30年度予算の概要］



５．なだれ危険箇所の調査を行うとともに、なだれ防止林の造成やなだれ防止施設の長

寿命化対策により、 します。なだれ防災対策を効果的・効率的に推進

防災林造成事業 ２，９０９（２，７４５）百万円

国費率：10／10、１／２等

事業実施主体：国、都道府県

［お問い合わせ先：林野庁治山課 （０３－６７４４－２３０８ ］）

［平成30年度予算の概要］



治山対策の推進（平成30年度予算概算決定の概要）

災害の多様化・激甚化

○流木災害

○地震災害

平成30年度予算概算決定の重点施策

○激甚な災害からの早期復旧

○効果的・効率的ななだれ対策

○豪雨災害

H28年 梅雨前線に伴う豪雨

○保安林の保全管理の推進

・豪雨により被災した地域において、大規模な崩壊地の復旧に新規着
手するなど、民有林直轄治山事業による集中的な復旧整備を実施

○事前防災・減災対策の推進

・高齢級林分における受光伐や海岸防災林の整備・保全を実施
・なだれ危険箇所の調査を行うとともに、なだれ防止林の造成や

なだれ防止施設の長寿命化対策を実施

＜山地災害危険地区密集地における対策＞

○流木災害への対策強化

・保安林内に堆積した流木を緊急的に除去

・山地災害危険地区密集地を対象に、航空レーザ計測による崩壊地等の詳細把握と重点的・集中的な予防・復旧対策を実施

H2９年 九州北部豪雨

・流木捕捉式治山ダムの機能回復に必要な管理道の整備を実施

老朽化したなだれ防止施設

H2９年 九州北部豪雨

航空レーザ計測により詳細な危険箇所を把握

危険箇所の重点的・集中的な予
防・復旧対策

H2９年 九州北部豪雨

H2８年 熊本地震

○なだれ災害

H2９年 栃木県 なだれ災害

・再度災害防止のため、災害関連緊急治山事業等と一体的に復
旧・予防対策を実施

尾根筋に発生し
た亀裂

崩壊地上部
に発生した
亀裂

治山ダム
・近年、集中豪雨が頻

発し、激甚な山地災
害が発生

・今後も、地球温暖化
による、山地災害発
生リスクの上昇が予
測される

・南海トラフ地震等に
よる広域にわたる津波
と地震動も予測される

・平成28年熊本地震
では大規模な山腹崩
壊が発生

・平成28年に相次い
で上陸した台風や、
平成29年九州北部
豪雨等において、流
木災害が発生

・平成２９年において
も、３月に栃木県でな
だれ災害が発生

・日本の国土面積の半分
以上が豪雪地帯に指定
されており、毎年のよ
うになだれによる被害
が発生

なだれ防止工の実施状況

・度重なる豪雨や立木
の大径化に伴い流木
による被害が甚大と
なる傾向

平成30年度予算概算決定額：597億円（597億円）
（平成29年度補正予算：195億円）

管理道を利用して林外へ運搬

○ 「流木災害等に対する治山対策検討チーム」中間取りまとめにおける具体的対策

・流木捕捉式治山ダムの設置
・間伐等による根系等の発達促進
・流木化する可能性の高い流路部の立木の伐採 等



20 水産基盤整備事業（公共）
【７０，０００（７０，０００）百万円】

（平成29年度補正予算額 １１，８８２百万円）
対策のポイント

・消費・輸出の拡大に向けて、漁港における集出荷機能の集約・強化や衛生管
理対策など、安全で安定した水産物の供給体制の確立を推進します。
・自然災害に強く安全で安心な漁業地域の実現に向けて、漁港施設の防災・減
災対策を計画的に推進します。

＜背景／課題＞
・水産業の成長産業化を実現し、消費・輸出の拡大を図るため、水産物流通の集約・強化
や衛生管理対策、海域の生産力の底上げを目指した水産環境整備を推進し、競争力の強
化を図ることが必要です。

・国土強靱化に資するため、漁港施設の地震・津波対策や長寿命化対策など、大規模自然
災害に備えた防災・減災対策を計画的に推進することが必要です。

政策目標
○流通拠点漁港における水産物の品質向上や出荷安定の推進
（水産物取扱量のおおむね50％について新たな品質向上等の取組を実施(平成33
年度))
○流通・輸出拠点漁港のうち、新たに輸出を拡大させる漁港の増加
（おおむね60漁港で数量、魚種、輸出先国を拡大（平成33年度））
○漁場再生及び新規漁場整備による水産物の増産
（おおむね８万トンの増産（平成33年度））
○流通拠点漁港のうち、災害発生時における水産業の早期回復体制が構築され
た漁港の増加
（おおむね30％の漁港において早期回復体制を構築（平成33年度））

＜主な内容＞
１．国産水産物の衛生管理や安定供給のための基盤強化対策

３５，５４３（３５，１４５）百万円
（平成29年度補正予算 ４,０００百万円）

国内市場における競争力強化及び国産水産物の輸出促進を図るため、流通拠点とな
る漁港の集出荷機能の集約・強化対策や衛生管理対策、増養殖場等の生産機能の強化
対策を推進します（２２，２３９百万円）。
また、海域全体の生産力の底上げなど資源回復のための水産環境整備を推進します
（１３，３０４百万円）。

２．災害に強い漁業地域づくりのための漁港施設の防災・減災対策、既存ストッ
クの有効活用 ３４，４５７（３４，８５５）百万円

（平成29年度補正予算 ７,８８２百万円）
地震・津波等の自然災害に対する漁港及び背後集落の安全確保のため、施設の機能
診断を行いつつ、漁港施設の地震・津波対策等を推進します。
また、漁港施設の戦略的な長寿命化対策や既存ストックの有効活用を推進し、施設
の維持管理・更新費の増大の抑制等を図ります。

直轄漁港整備事業（１、２） １４，３９３（１４，３９３）百万円
フロンティア漁場整備事業（１） ２，７００（ ２，７００）百万円
水産流通基盤整備事業（１、２） １１，４４２（１０，９０２）百万円
水産物供給基盤機能保全事業（２）１３，４１１（１２，９２３）百万円
漁港施設機能強化事業（２） ５，３５４（ ５，７０３）百万円
水産環境整備事業（１） １０，６０４（１０，４２０）百万円
水産生産基盤整備事業（１、２） ９，６０３（１０，５３３）百万円

国費率：10／10（うち漁港管理者２／10等）、１／２等
事業実施主体：国、地方公共団体等

［平成30年度予算の概要］



［平成30年度予算の概要］

（関連対策）
漁港機能増進事業＜非公共＞ ２，５９４（１，０００）百万円
漁港のストック効果の最大化を図りつつ、漁村の活力を取り戻すため、漁港の利用

者や生産者の就労環境の改善、安全性の向上及び漁港施設の有効活用等に資する施設
整備の支援により、漁港機能の増進を図ります。

補助率：１／２等
事業実施主体：地方公共団体等

［お問い合わせ先：水産庁計画課 （０３－３５０２－８４９１）］



漁港漁場整備長期計画の着実な推進と水産業の成長産業化に向け、以下の対策について重点的に推進。
（１）水産業の成長産業化に向けた拠点漁港の生産・流通機能の強化対策
（２）漁場環境の変化に順応した広域的な水産資源の回復対策
（３）大規模自然災害に備えた漁業地域の防災・減災対策
（４）漁村の活性化に向けた漁港ストックの最大限の活用

平成３０年度予算の考え方

・漁業の生産性が低迷
・水産物への国内消費の低迷・世界的な需要の高まり

【課題と対応】

・大規模増養殖場等の生産拠点の整備の推進
・流通拠点における集出荷機能の集約・強化対策や輸出
促進に向けた衛生管理対策の推進

高度衛生管理に対応した岸
壁・荷さばき所の一体的整備

大規模養殖の生産拠点

水産基盤整備事業（公共）

生産・流通機能の強化対策

【平成３０年度予算概算決定額： ７０，０００ （７０，０００）百万円】
（平成29年度補正予算額：１１，８８２百万円）

【課題と対応】

・多くの施設が老朽化し、維持・更新
費用が増大

・人口減少や高齢化の進行等による
漁村活力の低下と漁港利用の変化

・漁港機能を集約しつつ、漁港
施設の戦略的な長寿命化対
策を推進

・水域の増養殖への利用など
漁港施設の有効活用を推進

【課題と対応】

・南海トラフ等大規模地震・津波が切迫
・台風・低気圧災害の激甚化の懸念

・被災後の水産業の早期回復等の拠点となる漁港での
施設の地震・津波対策の推進

・台風・低気圧災害に備えた漁港施設の耐浪化の推進

漁業地域の防災・減災対策

台風・低気圧災害の激甚化耐震強化岸壁

水産資源の回復対策

・資源管理と連携した広域的な水産環境整備の推進
・海水温上昇等に順応した漁場再生の推進
・フロンティア漁場整備等の更なる展開

【課題と対応】
・水産資源の低迷
・気候変動等による藻場・干潟の減少等の環境変化

漁港ストックの最大限の活用

老朽化した岸壁の状況 対策後の岸壁のイメージ

痩せたウニ

商品化＜施設の長寿命化対策と有効活用＞

海水温上昇により衰退する
藻場の再生

暖海性魚類の生息域拡大
に対応した漁場整備

ウニの増殖場
として活用
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